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○山口県警察に勤務する職員の勤務時間、休日及び休暇に関する訓令 

 

平成７年３月３１日 

本部訓令第１０号 

 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（昭和２８年山口

県条例第１１号。以下「条例」という。）、職員の勤務時間、休日及び休暇に関す

る規則（平成７年山口県人事委員会規則第７号。以下「規則」という。）及び職員

の勤務時間、休日及び休暇の取扱いについて（平成７年人委第４９２号）の規定に

基づき、警察本部長（以下「本部長」という。）が任命する職員（地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除

く。以下同じ。）の勤務時間、休日及び休暇について必要な事項を定めるものとす

る。 

（勤務の種別） 

第２条 職員の勤務は、通常勤務、毎日勤務及び交替制勤務とする。 

（勤務時間） 

第３条 職員の勤務時間は、次の各号に掲げる勤務の種別に応じ、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 通常勤務 １週間につき３８時間４５分 

(2) 毎日勤務及び交替制勤務 １週間当たり３８時間４５分 

２ 条例第２条第２項に規定する育児短時間勤務職員等の１週間当たりの勤務時間

は、前項の規定にかかわらず、１９時間２５分から２４時間３５分までの範囲内と

する。 

３ 条例第２条第３項に規定する短時間勤務職員の勤務時間は、第１項の規定にかか

わらず、４週間を超えない期間につき１週間当たり１５時間３０分から３１時間ま

での範囲内とする。 

４ 前項の規定にかかわらず、任期付短時間勤務職員（一般職の任期付職員の採用等

に関する条例（平成１４年山口県条例第５０号）第１１条第１項に規定する任期付

短時間勤務職員をいう。）の勤務時間は、４週間を超えない期間につき１週間当た

り３１時間までの範囲内とする。 

（勤務指定） 

第４条 本部長は、職員の勤務の指定（以下「勤務指定」という。）を次の表の左欄

に掲げる区分に応じ、同表の中欄に掲げる職員について、それぞれ同表の右欄に掲

げる指定権者（勤務指定を行う者をいう。以下同じ。）に行わせることができる。 
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区  分 職         員 指 定 権 者 

 

警察本部
 

 

 

地域部長 警務部長 

参事官、参事、所属長
 

 

職員の担当業務を主管す

る部長 

その他の職員 所属長 

 

警 察 署 

 

署長（宇部警察署長及び下関警察署長

を除く。） 

警務部長
 

 

その他の職員 署長 

    

２ 指定権者は、前項の勤務指定を行うに当たっては、次に掲げる本部長の権限に属

する事務を行うことができる。 

(1) 週休日を設けること。 

(2) 勤務時間を割り振ること。 

(3) 週休日の振替又は勤務時間の割振り変更を行うこと。 

(4) 休憩時間を与えること（規則第４条第２項ただし書の規定に基づき、人事委員

会と協議することを除く。）。 

(5) 休日に勤務を命ずること。 

(6) 代休日を指定すること。 

(7) 代休日に勤務を命ずること。 

(8) 代休日の指定を希望しない旨の申出を受けること。 

３ 勤務指定は、１か月を単位とし、毎月２０日までに翌月の勤務指定表を作成する

ものとする。ただし、月の途中において当該月の勤務指定を変更して行うときは、

新たに勤務指定表を作成するものとする。 

４ 勤務指定を行ったときは、勤務指定表により職員に対して速やかにその内容を明

示し、又は通知するものとする。 

（週休日及び勤務時間の割振り） 

第５条 週休日及び勤務時間の割振りは、別表第１に定めるところによる。ただし、

条例第３条第３項の場合においては、同項に定めるところによる。 

２ 指定権者は、職員（前項ただし書の規定により週休日を設けられ、及び勤務時間

を割り振られた職員を除く。）から請求があった場合においては、前項の規定にか

かわらず、当該職員の始業及び終業の時刻を別に定めるところにより特定の時刻と

することができる。 

（週休日振替簿） 

第６条 指定権者は、週休日の振替及び勤務時間の割振り変更を行ったときは、週休

日振替簿（別記様式第１号）に記載するものとする。 

（休憩時間） 

第７条 通常勤務者の休憩時間は、勤務時間が６時間を超える場合においては１時間
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とし、午後０時から午後１時までの時間に置くものとする。 

２ 毎日勤務者の休憩時間は、勤務時間が６時間を超える場合においては１時間とし、

正規の勤務時間の中で指定権者が指定する時間に置くものとする。 

３ 交替制勤務者の休憩時間は、当番日にあっては８時間３０分、日勤日にあっては

１時間とし、それぞれ勤務時間の中で指定権者が指定する時間に置くものとする。 

（正規の勤務時間以外の時間における勤務） 

第８条 条例第８条に規定する勤務の命令は、指定権者に行わせることができる。 

（休養） 

第９条 本部長は、特に過労の勤務に服した職員に対して、必要な休養を与えること

ができる。 

２ 前条の規定は、前項の規定による休養の付与について準用する。 

（休暇の付与又は承認等） 

第１０条 本部長は、次に掲げるその権限に属する事務を次の表の左欄に掲げる区分

に応じ、同表の中欄に掲げる請求者について、それぞれ同表の右欄に掲げる者に行

わせることができる。 

(1) 年次有給休暇を公務の正常な運営を妨げる場合に他の時期に与えること。 

(2) 病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間、子育て支援部分休暇及び時間外勤

務代替休暇を承認すること。 

(3) 女子職員からの出産に係る特別休暇の申出を受けること。 

(4) 産後６週間を経過した女子職員からの就業の申出を受けること。 

(5) 年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間又は子育て支援部分

休暇の請求を受けること。 

(6) 女子職員からの出産した旨の届出を受けること。 

(7) 病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間、子育て支援部分休暇又は時間外勤

務代替休暇を承認するかどうかを決定し、通知すること。 

(8) 病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間又は子育て支援部分休暇に係る必要

な証明書類の提出を求めること。 

区  分 請  求  者 事務を行う者 

警察本部 

地域部長 警務部長 

参事官、参事、所属長 職員の担当業務を主管する部長 

その他の職員 所属長 

警 察 署
 
署長（宇部警察署長及び下関警察

署長を除く。） 

警務部長
 

 

その他の職員 署長 

２ 前項各号に掲げる事務（前項の表の請求者のうち、その他の職員について行うも

のに限る。）は、別表第２を基準として専決により行うことができる。 

３ 前項の規定により専決した者は、速やかに事務を行う者に報告しなければならな
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い。 

（休暇簿等） 

第１１条 年次有給休暇、病気休暇及び特別休暇の休暇簿の様式は、別記様式第２号

のとおりとする。 

２ 職員の年次有給休暇の日数については、年次有給休暇整理簿（別記様式第３号）

に記録し、整理するものとする。 

（勤務状況整理簿） 

第１２条 所属長は、勤務状況整理簿（別記様式第４号）により所属職員の勤務時間、

休日及び休暇を管理するものとする。 

２ 勤務状況整理簿は、各所属に備え付け、所属長が整理保管するものとする。 

３ 所属長は、所属職員が次のいずれかに該当する場合は、別に定めるところにより、

その都度、勤務状況整理簿に記録するものとする。ただし、第５号に掲げる場合に

おいて、その期間が１日に満たないときは、この限りでない。 

(1) 条例第５条の規定により週休日の振替等をされた場合 

(2) 条例第１０条第１項の規定により代休日の指定をされた場合 

(3) 条例第１２条第３項の規定により年次有給休暇を受けた場合 

(4) 条例第１９条の規定により病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間、子育て

支援部分休暇又は時間外勤務代替休暇の承認を得た場合 

(5) 規則第１２条第５号又は第１７条第４項の規定により特別休暇に係る申出又は

届出をした場合 

(6) 研修を受けるため職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和２６年山口県

条例第４号。以下「特例条例」という。）第２条の規定により職務に専念する義

務の免除について承認を得た場合 

(7) 前号に掲げる場合のほか、特例条例第２条の規定により職務に専念する義務の

免除について承認を得た場合 

(8) 職員の自己啓発等休業に関する条例（平成１９年山口県条例第５４号）第２条

の規定により自己啓発等休業の承認を受けた場合 

(9) 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年山口県条例第２５号）第２条

の規定により配偶者同行休業の承認を受けた場合 

(10) 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児

休業法」という。）第２条第１項の規定により育児休業の承認を受けた場合 

(11) 育児休業法第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時間勤務

の承認を受けた場合（育児休業法第１７条の規定による勤務をすることとなった

場合を含む。） 

(12) 育児休業法第１９条第１項の規定により部分休業の承認を受けた場合 

(13) 職員の修学部分休業に関する条例（平成１７年山口県条例第４号）第２条第１

項の規定により修学部分休業の承認を受けた場合 

(14) 職員の高齢者部分休業に関する条例（令和４年山口県条例第３０号）第２条第
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１項の規定により高齢者部分休業の承認を受けた場合 

(15) 欠勤 

(16) 出張 

(17) 休職 

(18) 停職 

(19) 交替制勤務者及び毎日勤務者の週休日等を表示する場合 

(20) 警察大学校、管区警察学校及び山口県警察学校に入校する場合 

４ 前項第３号、第４号、第６号、第７号又は第１２号から第１４号までのいずれか

に該当する場合において、その期間が１日に満たないときは、勤務状況整理簿にそ

の時間等を併せ記録するものとする。 

 （その他） 

第１３条 この訓令に定めるもののほか、職員の勤務時間、休日及び休暇について必

要な事項は、別に定める。 
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別表第１（第５条関係） 

勤務の種別 週休日 勤務時間の割振り 

通常勤務 日曜日及び土曜日 月曜日から金曜日までの５日間にお
いて、１日につき午前８時３０分か
ら午後５時１５分までの間に７時間
４５分 

 育児短時間
勤務職員等 

必要に応じ、育児短時間勤務の
内容に従い日曜日及び土曜日に
加えて月曜日から金曜日までの
５日間において指定権者が設け
る日 

１週間ごとの期間について、育児短
時間勤務等の内容に従い１日につき
７時間４５分を超えない範囲内で指
定権者が割り振る勤務時間 

 短時間勤務
職員 

日曜日及び土曜日に加えて月曜
日から金曜日までの５日間にお
いて指定権者が設ける日 

１週間ごとの期間について、１日に
つき７時間４５分を超えない範囲内
で指定権者が割り振る勤務時間 

毎日勤務 日曜日及び土曜日に限らず、４
週間ごとの期間につき８日を基
準に指定権者が設ける日 

１日につき３時間４５分、４時間、
７時間４５分又は１１時間４５分で
指定権者が割り振る勤務時間 

 育児短時間
勤務職員等 

必要に応じ、育児短時間勤務の
内容に従い４週間ごとの期間に
つき８日以上を基準に指定権者
が設ける日 

１日につき７時間４５分を超えない
範囲内で指定権者が割り振る勤務時
間 

 短時間勤務
職員 

４週間ごとの期間につき８日以
上を基準に指定権者が設ける日 

１日につき７時間４５分を超えない
範囲内で指定権者が割り振る勤務時
間 

交替制勤務 ４交替制勤務にあっては４週間
ごとの期間につき８日、３交替
制勤務又は６交替制勤務にあっ
ては３週間ごとの期間につき６
日を基準に指定権者が設ける日 

当番日にあっては２暦日につき１５
時間３０分、日勤日にあっては１日
につき７時間４５分で指定権者が割
り振る勤務時間 

 育児短時間
勤務職員等 

必要に応じ、育児短時間勤務の
内容に従い４交替制勤務にあっ
ては４週間ごとの期間につき８
日以上、３交替制勤務又は６交
替制勤務にあっては３週間ごと
の期間につき６日以上を基準に
指定権者が設ける日 

当番日にあっては２暦日につき１５
時間３０分を超えない範囲内、日勤
日にあっては１日につき７時間４５
分を超えない範囲内で指定権者が割
り振る勤務時間 

 短時間勤務
職員 

４交替制勤務にあっては４週間
ごとの期間につき８日以上、３
交替制勤務又は６交替制勤務に
あっては３週間ごとの期間につ
き６日以上を基準に指定権者が
設ける日 

当番日にあっては２暦日につき１５
時間３０分を超えない範囲内、日勤
日にあっては１日につき７時間４５
分を超えない範囲内で指定権者が割
り振る勤務時間 

 

 備考 １ 「交替制勤務」とは、当番、非番、日勤又は週休日をそれぞれ繰り返す
もの（変則的に繰り返す勤務を含む。）をいう。 

２ 宿直勤務に従事する毎日勤務者の週休日については、原則として日曜日
及び土曜日とする。 
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別表第２（第１０条関係） 

専決に関する基準 

区 分 請 求 者 専決する者 

警察本部 

(1) 警視の階級にある者（地域部長、参事官 

及び所属長である者を除く。）、次長等、

主幹 

所属長 

(2) 課長補佐等 次長等 

(3) 係長以下 課長補佐等 

警 察 署 

(1) 副署長、次長、生活安全官、地域官、 

 刑事官、交通官、警備官、主幹 

署長 

(2) 課長 副署長、次長 

(3) 係長以下 課長 

  備考 １ この表において「次長等」とは、次長、副隊長及び副校長をいう。 

    ２ こ の 表 に お い て 「 課 長 補 佐 等 」 と は 、 課 長 補 佐 、 室 長 補 佐 、 所 長 補 

     佐、科長、隊長補佐、分駐隊長及び校長補佐をいう。 

        ３ 海事職給料表の適用を受ける者に対するこの表の適用は、当該海事職 

     給料表の職務の等級から判断する。 

    ４ この表に記載がない者が請求した場合は、類推して専決するものとす 

     る。 

 


